
国民の生活を守る経済・雇用対策の実施を求める意見書

依然として厳しい経済・雇用情勢が続く中、国は、１１月の月例経済報告におい

て日本経済は｢穏やかなデフレ状況にある｣と認定するに至ったが、このところの急

激な円高傾向も重なり、さらなる企業業績の低下と雇用情勢の悪化が大いに懸念さ

れるところである。

特に、本県においては、１０月末時点で、有効求人倍率は０.３９倍と全国の

０.４４倍を下回り、また、新卒者の就職内定率は、大学生が４０.３％、高校生が

５４.４％と就職氷河期を上回る最悪の状況に近づきつつあるなど、景気後退の波

は地方に及ぶにつれて増幅され、今や県民生活に重大な影響を及ぼしていると言っ

ても過言ではない。

このような地方の実態を十分に踏まえつつ、国は、国民の生活を守り抜くために、

責任をもって切れ目のない対策を講じていく必要がある。

よって、国においては、｢雇用｣や｢地方｣に配慮した第二次補正予算の編成はもと
より、デフレからの脱却と安定的な経済成長を実現するために、下記事項を早急に
実行するよう強く要望する。

記

１ 雇用の維持・確保を図るため、実態に即した助成金支給要件の緩和を含めて雇
用調整助成金制度を拡充すること。

２ 雇用保険の非正規労働者への適用範囲の拡充や｢訓練・生活支援給付｣の恒久化
を図るとともに、ワンストップ・サービス化に伴いハローワークの窓口体制を強
化するなど、職業訓練、再就職、生活、住宅等に関する総合的な支援を充実する
こと。

３ 第２の就職氷河期を招かないために、企業と学生のミスマッチ解消のための
情報提供体制の充実など、新卒者への就職支援体制を強化すること。

４ 急激な円高による影響を緩和するため、中小企業金融対策を充実・強化するこ
と。

５ デフレからの脱却と経済の安定的な成長を実現するマクロ経済政策を早急に実
施すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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